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・査定設計と実施設計

・総合単価

・設計変更

・平成29年度会計検査指摘事項
※引き続き、『大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）

及び事前ルール化について』を説明します

今回の説明



査定設計と実施設計
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災害復旧事業事務の流れ（１）

災害発生

応急工事

欠格・失格

災害緊急調査

国庫負担申請

災害報告

事前打合せ

追加申請

現地調査、計画立案
査定設計書作成
設計図書作成

災害査定

大規模災害時には

条件や申し入れにより

災害査定前に工事着手は可能

3



災害復旧事業事務の流れ

事業費の精算

成功認定

設計変更再調査

保留解除・設計協議解除

工事費決定

実施設計書作成
工事契約・実施

災害復旧事業事務の流れ（２）

災害査定

廃工
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参考：応急工事（査定前着工）について
目的：公共土木施設が被災した場合、被害の拡大や二次災害の

防止、早期の復旧を図るために行うもの。
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査定前着工の実施事例 災害復旧事業による補助対象

道路の損傷について査定を待たずに応急工事を実施し、早期に仮設道路を設置 河岸の欠壊について、拡大防止のために大型土のうで対策を実施

査定設計積算と実施設計積算の違い
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災害復旧事業事務の流れ査定設計積算と実施設計積算の目的

→会計法第29条第3項に定める『予定価格』を算定する
ものであり、適化法に基づく「補助事業等土木請負工
事費積算基準」によって定められる

○査定設計積算は、災害復旧事業費を決
定することが目的

○実施設計積算は、競争入札に付する価
格（予定価格）を算定することが目的

→負担法第7条に規定する『災害復旧事業費を決定』す
るものであり、負担法施行令第6条第1項に定める『設
計書』のこと
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【査定設計書の特徴】

① 設計計算の一部を簡略化することができる

（水替日数の簡易式による算出など）

② 総合単価を使用することができる

一方で、『査定設計積算』と『実施設計積算』
の考え方が異なることで部分的に煩雑

査定設計積算と実施設計積算の違い

○査定設計書の作成は、短期間で容易に
積算できるように配慮
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①査定設計で使用する材料単価は「査定時の市場価格」

→ 実施設計と同様の市場価格にすることで、単価の入
替や価格乖離を低減させた。

②査定設計での数値基準は各都道府県の数値基準

→ 実施設計と同様の設計数位にすることで、数量のま
とめ直しや違算を低減させた。

＜次ページ＞

査定設計積算と実施設計積算の違い

○より効率的にするため、査定設計積算
と実施設計積算の違いを撤廃
※平成26年より
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③査定前に本工事を含めた復旧工事の全部を契約して
いる場合は実施設計書で申請可能。契約していない場
合でも指名通知済みや公告済みで実施内容に変更が
ない場合も同様

→ 未着手工事としての査定設計書作成を撤廃した。

④査定設計書の分離発注が可能

→ 『応急工事を含めたもの』『建設工事業種区分が異な
るため分離発注が必要なもの』『施工条件により単年度
完成が不可能なため年度分割発注せざるを得ないも
の』等、やむを得ず当初から分割施工が必要なことが
明白な場合のみ査定設計書を分割して申請可能とした。

＜次ページ＞

査定設計積算と実施設計積算の違い
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査定設計積算と実施設計積算の違い

⑤契約保証に係る一般管理費の補正について、これまで
計上ができなかったが、実施設計書との乖離を防止す
るため、各都道府県（指定都市含む）で定める基準に
基づき、計上を可能とした。
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１）大型土のう工の数量（袋）について
必要設置面積（直高Ｈ（必要設置高さ－設置面高さ）×
延長）を１個当たり面積(1.08m×1.10m)で除して算出する
ものとし、実設置個数を計上しない。
なお、複数列設置する必要がある場合には、各列毎の
必要設置面積の合計から、数量（袋）を算出する。
ただし、査定前に本工事を含めた復旧工事全てを契約

している場合は実施設計の計上個数で査定申請を行う。

実施設計積算と査定設計積算の主要な相違点（１）

Ｈ１
Ｈ２

設置面高さ

必要設置高さ※
各列毎の必要設置面積の合計
Ｈ１×Ｌ＋Ｈ２×Ｌ

※必要設置高さとは土のうの高
さではなく、施工箇所におけ
る締切対象水位である。

※締切対象水位は締切後の水
位を想定（L.W.Lを基準）して、

これに必要に応じて若干の余
裕高（0.3mまでの範囲）を見
込む
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２）消波根固めブロックについて
査定設計時に用いる消波ブロックは災害査定用標準ブ
ロックとする。
なお、査定時に実施するブロックが確定している場合は
実施ブロックでも可とする。

実施設計積算と査定設計積算の主要な相違点（２）
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３）消波工,離岸堤工等のブロック(平ブロック除く)について

各断面において１個のブロックの高さの1/2以上の沈下
が確認された部分は採択することが出来るが、各断面に
おいて１個のブロックの高さの1/2未満の沈下部分は、査
定設計書では復旧数量（空m3）に計上しない。
ただし、角部については、構造物として必要断面の中
にあることから、復旧数量に計上する

実施設計積算と査定設計積算の主要な相違点（３）

計上不可
被災前

１／２ライン※

被災後

角部

計上不可

※１個のブロック高さの１／２
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４）仮設道路について

仮設工の計上もれに注意する
仮設道路の幅員、盛土高さ等は図のように積算する
敷砂利は原則として再生砕石とする

実施設計積算と査定設計積算の主要な相違点（４）

敷砂利（再生砕石）
厚さ10cm

盛土材料
（普通土、利用土、河川土等）

借地の場合の幅

1:1

5,500

500

500 500
3,000

4,000
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実施設計積算と査定設計積算の主要な相違点（５）

５）水替工について
水替日数は，査定設計書では直接工事費（仮設工を除
いた金額）により，次表の積算方式によって算出する。
なお，査定申請時に積上日数の算出が可能な場合は，
当該日数にて査定申請することも可とする。
ただし，査定前に本工事を含めた復旧工事の全部を契
約している場合は，実施設計書で査定申請を行う。

※日数の１日未満は切捨とし，橋梁の場合は，下部工を対象とする。また，水替作業が当該工事の大
部分にわたる場合は，２割増しとすることができる。１億円をこえるものについては，別途積上とする。15



実施設計積算と査定設計積算の主要な相違点（６）

６）橋梁構造物の撤去について
復旧工事、または河川管理実施上、支障がある場合は
計上できる。
なお、河川管理上支障となる場合は、査定までに河川
管理者と協議の上、結果について提示するものとする。
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７）事業損失防止施設費・現地発生材等の処分費（投
棄料）について

○事業損失防止施設費の必要性が明確な場合、現場発
生材等の搬出場所が確定している場合、査定設計に
おいて計上できる。

〇計上した際は、応急仮工事費、事業損失防止施設費
及び処分費を除く復旧工事費が限度額以上（都道府
県・政令市１２０万円、市町村６０万円）であること。

→搬出場所が確定していない場合、査定設計では２ｋｍ
の運搬費用のみ計上できる。

実施設計積算と査定設計積算の主要な相違点（７）

17



【同意労務・材料単価】

・労務単価は「公共工事設計労務単価」を使用

・材料単価は、『査定時の市場価格』とし、設計書に計上
する材料の単位あたりの価格は査定時の物価資料等
を参考に、買入価格、買入に要する費用及び購入場所
から現場までの運賃の合計額とする。

査定設計の同意単価について

○設計単価は、都道府県及び指定都市の
長があらかじめ国土交通大臣に協議を行
い、同意を得なければならない。（負担
法施行令第６条第２項）
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査定設計の同意歩掛の作成

【同意歩掛】

・「国土交通省土木工事積算基準」の標準歩掛を使用

・間接工事費についても標準歩掛と同様

・但し、共通仮設費の一部積上げ積算項目（現場環境改
善費※旧イメージアップ経費）については計上できない。

○歩掛は、都道府県及び指定都市の長が
あらかじめ国土交通大臣に協議を行い、
同意を得なければならない。（負担法施
行令第６条第２項）
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査定設計の単価と歩掛が決まるまでの手続き

※近年『公共工事設計労務単価』改定が２月中に行われるため協議が
早まっている
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・査定時に、工法・数量を申請者と査定官、立会官の３者
で合意して決定するため、実施設計で追加や変更がで
きない。

・査定時に計上を忘れた工種や査定時にカットされた区
間の追加はできない、と言うことを念頭に置いて、査定
設計積算を実施。

査定設計書積算を実施する際の留意点

○災害復旧事業の実施に際し、『査定時
に計上することを忘れた工種（計上漏
れ）』や『査定時にカットされた区間』
の追加はできない
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総合単価
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・当該年度の同意単価及び歩掛を用いて、使用頻度の
高い工種について、直接工事費を算出した単位当たり
（ｍ、m2等）の単価を定めたもの（平成29年度は122工
種）。

総合単価の目的

○総合単価は、査定設計積算時間を短縮
することにより、災害査定までの事務の
効率化を図り、早期の災害復旧に寄与す
ることが目的
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総合単価による査定設計書の作成（１）
総合単価 一覧表の例
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総合単価による査定設計書の作成（２）
総合単価 内訳表の例 総合単価 標準工法図の例
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総合単価による査定設計書の作成（３）
別紙記載例２ ○○県又は○○市町村
平成○年災害復旧工事

課長 ㊞
災害
係長

㊞ 所長 ㊞ 審査者 ㊞ 設計者 ㊞

災害年月日

工事番号

河川名

路線名　等

施工位置

工　事　名

工　事　費

内　未　成

内　転　属

被災原因
そ の 他

費目 工種 種　別 細　別 単 位 数量

工 事 費

コンクリートブロック工 コンクリートブロック積み 控え３５㎝ ㎡ 73

管渠工 ヒューム管 φ３００㎜ m 6

仮設工 仮設道路工 W＝４．０ m 50

計

積 上 げ

直接工事費
計 式 1

直接工事費計

共通仮設費計

共通仮設費 式 1

純工事費計

現場管理費 式 1

工事原価計

一般管理費等 式 1

工事価格

消費税相当額

本工事費計

工事雑費

応 急 仮

工 事 費

合　　計

（注）１．費目の金額は１，０００円止めとする。

　　　２．工事費内訳書の工種欄には，必要に応じ仮設道路，測量及び試験費，用地費等を記入すること。

　　　３．設計書はA３判とし，右半分を図面として差し支えない。

　　　４．写真はA４判の台紙に貼り付け，設計書に添付すること。

　　　５．工事費の摘要欄に工事費に含まれる消費税相当額を円単位（ ）書きで記入すること。

　　　　　　〔消費税相当額〕＝〔（工事費）－（用地費）〕×８/108

　　　６．直接工事費（処分費等を除く）が都道府県の場合は１２０万円に，市町村の場合は６０万円に満たない場

　　　　　合のみ摘要欄に※書きを記入すること。

　　　７．被災原因その他の欄には，気象コード，被災年月日，異常気象名等を記入すること。

6,499,000

6,403,000 6,403,320

6,403,000×0.015＝96,045 96,000

5,929,000 5,929,940

474,320 5,929,000×0.08

4,929,704

1,000,236 20.29%

3,471,134

1,458,570 42.02%

386,504 12.53%

386,504

577,500
積上設計書を添付する

こと

3,084,630

6,499,000 (481,407)

総合単価

直接工事費

26,092 1,904,716

28,519 171,114

8,626 431,300

2,507,130

○○による異常出水　　　　　　　　　　気象コード（　　　　　　　　　 ）

工　事　費　内　訳　書

単　　価 金　　額 摘　　要

千円 千円

千円 千円

申　　請 決　　定 摘　　　　　要

６，４９９千円 千円
処分費及び事業損失防止施設費を除く工事○○千円。

（※）

総合単価による査定設計書
設　　計　　図

平成○年○月○日 　
工

事
概

要

復旧延長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２m
　護岸工（コンクリートブロック積）

　　面　積　　　　　　　　　　　　　　　　　　73 ㎡

　管渠工（ヒューム管φ３００） 　　　　１ヶ所６m
　仮設道路工　　　　　　　　　　　　　　　L＝５０m

　仮設工　（鋼矢板Ⅱ型 ＝５m L＝２４m）

第○○号

二級河川○○川

○○市郡○○町大字○地内

○○災害復旧工事

共通仮設費等は積上

設計書を添付すること

でも可とする。

※仮設道路は、復旧区域内（仮締切内等）の

延長を必要に応じて計上が可能。

総合単価 積算例
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総合単価による査定設計書の作成（４）

○総合単価は当該年度の平均的な単価・歩掛を使用し
て、単位当たりの工事費を算出していたが、平成26年
からは、使用限度額（1,000万円）を撤廃し、実施設計と
の金額の乖離を低減するため、単位当たりの直接工事
費とした。

○総合単価と積上積算との併用については、これまで、
積上積算額は総合単価積算額の１／２以下としていた
が、効率化の観点から制限をなくした。
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総合単価による査定設計書の作成（５）

○共通仮設費の工種区分は申請内容全体を勘案した工
種区分とする

①総合単価による積算は総合単価により算出された直
接工事費

②総合単価と積上げの併用による積算は総合単価と積
み上げにより算出された直接工事費の合計額
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①総合単価の標準工法図は基準を示したものではない
ので、申請にあたっては必ず基準に基づく厚さ等の諸
元を決定すること。

②総合単価の使用に当たっては、積算内容・標準工法図
等を十分理解の上、適用すること。

③現地の状況が特殊であったり、総合単価では適正な積
算ができない場合は、積上げ積算を行うこと。

※大規模災害時以外は積上げ積算が望ましい

④総合単価に定めのない工種については、積上げを併
用することができる。

総合単価の使用に際しての留意事項
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総合単価決定までの手続き
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設計変更
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＜重要＞

・成功認定において、毎年、多数の設計変更（重変）漏れ
を指摘

→逆を言えば、成功認定で見る視点は主に設計変更が
適切に行われているかといったことである

設計変更について

○設計変更とは、負担法施行令第7条に定
義される「災害復旧事業費の事業費の決
定の基礎となった設計の変更」であり、
軽微な変更を除いて、大臣の同意が必要
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→上記の理由に該当しないものは変更の対象とならない

設計変更の理由

○変更理由は、以下に示すものでやむを
得ないと認められるものでなければなら
ない
①水勢又は地形の変動
②誤測又は違算
③物価の変動
④増破
⑤その他①～④に類する事由
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軽微な変更（１）

＜注意＞

・『軽微な変更』については、独自判断で取り扱わないこと
（必要に応じて国土交通省防災課へ確認を取る）

→以降に記載されていることが全てであるので拡大解釈等を
行わないこと。

（１）変更による工事費の増減額が決定工事費の３割（３割
に相当する金額が300万円以下であるときは300万
円）以内で、かつ、１千万円以内のもので、次に該当
するもの

イ 誤測又は違算の訂正に係る変更

ロ 大臣同意歩掛の変更が1.2倍以内の変更
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軽微な変更（２）

（１）変更による工事費の増減額が決定工事費の３割（３割
に相当する金額が300万円以下であるときは300万
円）以内で、かつ、１千万円以内のもので、次に該当
するもの

ハ 水勢又は地形の変動その他の事由により必要となる変更のうち、
工法に変更のないもので次に該当する変更又は追加

①延長の増減が２割以内、かつ、15m以内の変更

②法長又は断面のみの変更（推定岩盤線の変更は除く）

③仮設工の変更

④交通誘導警備員又は列車見張員の変更

⑤すり付け工、取付工又は雑工の変更又は追加

注意：特に追加については計上漏れはダメ。
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軽微な変更（３）

（１）変更による工事費の増減額が決定工事費の３割（３割
に相当する金額が300万円以下であるときは300万
円）以内で、かつ、１千万円以内のもので、次に該当
するもの

ニ 次に該当する変更で工事の程度に変化を生じないもの

①杭打工事の杭の形式又は寸法の変更

②根固ブロック、被覆ブロックの形式の変更

③推定された岩盤線が存在せず、または脆弱であるため、岩着
工法を基礎コンクリート工法とする変更、又は十分な強度の岩
盤が存在したため、コンクリート基礎工法を岩着工法とする変
更

④遠心力鉄筋コンクリート管の継手構造の変更
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軽微な変更（４）

（２）次に該当する変更又は追加で、工法及び工事の程度に
変更のないもの

①推定岩盤線の変更による法長又は断面のみの変更

②土の変化率に係る土量の変更

③再測量に基づきその全数量を計上できる埋塞土又は流木堆積物
の変更

④搬出場所の確定に伴う現場発生材の運搬費用の変更又は投棄
料の追加

注意：金額の縛りが無いことを知っておくこと。
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〇設計変更時の条件により、実施単価更正分まで災害
費を優先支出（それ以外は他の事業費）

〇合併を行わず他の事業と一体で施工（発注）する場合
（合冊）は、災害費と他事業費でお互い必要分を支出

合併施行

○災害復旧事業と他の事業を合併して施
行することをいい、大臣の同意が必要
①災害復旧事業の目的を達しているこ
と

②合併施工により施設の効用が増大す
ること
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査定設計書
（申請）

査定設計書
（訂正）

災害
査定

査定設計書
（実施単価更正）

査定設計書
（設計変更）

実施設計書
（当初）

工事発注

実施設計書
（設計変更）

設計要件の変更
（合併を含む）

合冊

事業費
決 定

変更による増減額（重変、軽変の判断）

：大臣同意単価・歩掛で積算

：発注用単価・歩掛で積算
合冊

設計変更

39



設計変更の留意事項

①負担法施行令第７条に基づき設計の変更の協議の
手続きに遅滞の無いように法令を遵守すること。

②施設管理者の責任として緊急的に対処が必要な場
合以外は設計変更の手続き後に工事着手すること。

③申請者からの設計変更申請日は、防災課との事前
打合せにおいて了解が得られた日以降の日とする。
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平成28年度決算検査報告

【会計検査院からの指摘事項】
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事業主体 ○○県
事業内容 H26.7梅雨前線豪雨により

被災した二級河川▲▲川の護
岸工および根固工等を施工

工事内容
・施工延長 Ｌ＝40.0m
・連節ブロック張 Ａ＝414㎡
・根固ブロック Ｎ＝72個
・契約 平成26年12月
・竣工 平成27年4月

【指摘の概要】
根固工敷設幅の設計が適切でなかったと指摘されたもの。

①査定決定 （0.5ｔブロック・３列）
0.5t根固ブロック（幅0.9m）で、技術基準の
照査式により算出した敷設幅2.7mを満足す
るように設計

②実施設計 （1.0ｔブロック・２列）
敷設幅2.7mを満足する割付を検討し
、最も経済的な１ｔ根固ブロック（
1.368m）・２列を採用

計画河床

2,736

1,368 1,368

1,800

1,368

固定

432（
不
足
長
）

計画河床

1,800

固定

Bw=2,700

Bs=900 DLs/sinθ

=1,800

技術基準の照査式 （H29 災害手帳 P.414・抜粋）

【横断図（工事発注時）】

根固ブロック
（１ｔブロック・２列）

Ｗ≒110ｍ

幅1.368ｍの根固ブロックで敷
設した場合、技術基準等の照査
式より本来必要となる敷設幅
3.168ｍに対して、0.432ｍの不
足

平成28年度決算検査報告【会計検査院からの指摘事項】
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水切部の新設

400

15
00

18
0

50

ズレ止め筋　Ｄ13

L=20㎝　ｎ=2本

418

目
地
材

10
目
地
材

17
0

T-1

T-2

T1-1

T-3

BM.1=380.000

390

385

375

370

390

385

380

375

375

至樫原

至南張

BM.2=382.285

NO.0

0+6.20

1+1.50

1+16.50
2+5.50

2+11.50
2+17.00

L=23.9m

復旧延長

L=57.0m

L=57.0m

4号受圧版 L=16.6m3号受圧版 2号受圧版 1号受圧版N=6基L=15.0m
L=4.7m

盛土法面工 L=16.5m 嵩上げコンクリート
L=4.7m

L=12.0m

仮
設
排
水
路

暗 渠 工

小口止

充填工

t=300

L=
15
.0
m

アンカー工（Ａブロック）　N=12本アンカー工（Ｂブロック）　N=6本アンカー工（Ｃブロック）　N=6本

NO
.0

NO
.2
+1
7.
0

水切りコンクリート L=54.7m

L=1.5m
取付工

取付工
L=0.8m

2号Ｕ型側溝
L=10.8m

1号U型側溝

事業主体 ■■県□□市
事業内容 H25.9.3～4の台風17号により被災した

□□市道××号線の災害復旧事業として
受圧板及びアンカー工を実施した。

工事内容
・復旧延長L=57.0m

・受圧板 V=66.0m3

・ｱﾝｶｰ工 N=24.0本
・契約 平成26年1月
・竣工 平成26年8月

【指摘の概要】

査定決定時は、アンカー工における3号受圧板（Bブロック
）において、受圧板形状を縦1.5m、横1.5mとして応力計算
を行い、主鉄筋の許容引張応力度を満たしていた。

しかし、工事発注に当たり、受圧板上部に水切り部を新設
したことで、受圧板形状が縦1.62m、横1.5mで設計してい
た。再計算を行った結果、主鉄筋の引張応力度が218.9N

／mm2となり、許容引張応力度180N／mm2を上回り、所
要の安全度を満足できていないと指摘されたもの。

修繕前 修繕後１工区

断面図（修正後） 正面図（修正後） 平面図

15
00

18
0

10
12
0

1500

50

水切り部の新設

３号受圧板

ズレ止め筋　Ｄ13

目地材　ｔ=10㎜

Ｌ=20㎝　ｎ=2本

主鉄筋の引張
応力度が218.9N
／mm2となり、許
容引張応力度
180N／mm2を上回
り、所要の安全
度を満足できず

平成28年度決算検査報告【会計検査院からの指摘事項】
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大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）
及び事前ルール化について

平成30年5月15日

国土交通省水管理・国土保全局防災課

平成３０年度 災害復旧実務講習会
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【事前ルール化】
・カテゴリーS：激甚災害（本激）に指定又は指定の事前公表がされた災害で、かつ、緊急災害対策本部（政府）が

設置された災害
（過去の事例：東日本大震災（H23））

・カテゴリーA：激甚災害（本激）に指定又は指定の事前公表がされた災害
（過去の事例：熊本地震（H28）、台風12号（H23）、新潟県中越地震（H16）、阪神淡路大震災（H7）などを含む14災害）

●カテゴリーS・Aの災害の要件を満たした場合、以下の効率化（簡素化）を実施

災害査定の手続きの効率化（簡素化）の主な内容

①机上査定限度額の引上げ（カテゴリーSは被害件数の概ね9割、カテゴリーAは被害件数の概ね7割となる金額まで引き上げる）
（原則：300万円） （参考：過去の事例 カテゴリーS 5,000万円、カテゴリーA 1,000万円）

： 会議室で書類のみで行う机上査定の対象限度額の引上げにより査定期間を短縮
②採択保留額の引上げ（カテゴリーSは採択保留件数の概ね9割、カテゴリーAは採択保留件数の概ね6割となる金額まで引き上げる）

（原則：4億円） （参考：過去の事例 カテゴリーS 30億円、カテゴリーA 8億円）

： 現地で決定できる災害復旧事業の金額の引上げにより早期着手が可能
③設計図書の簡素化

： 設計図書の作成において航空写真や標準的な断面図等の活用により測量・設計期間を短縮 など

【背景】 ・大規模災害が発生した際、インフラの迅速な復旧が急務

・これまでの大規模災害では、災害査定をスピーディーかつ効率的に進めるため、

様々な「査定の効率化（簡素化）」を実施。
・しかしながら、個別の災害毎に効率化（簡素化）の内容を決めていたため

決定までに約１箇月を要していた。

・そのため、南海トラフ地震、首都直下地震、スーパー台風等の大規模災害に備え、
より迅速に災害査定の効率化（簡素化）の 具体の内容を決定することが必要。

大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール化について
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発災 15日 46日 60日

発災 15日 58日 85日

発災 15日 26日 39日

被災調査等
１５日

測量・設計業務
３１日

申請手続･査定準備

１４日 査定　４９日

１５日 １１日 １３日 ２７日

１５日 ３０日 １３日 ２７日

査
定
開
始

【通常の簡素化の効果】 ２４日短縮

査
定
開
始

査
定
開
始

【事前ルール化の効果】 １９日短縮

【全体の効果】 ４３日短縮

被災施設の早期復旧・被災地の早期復興を支援

事前ルール化による行程短縮 （熊本地震におけるA市の例）
110日程度

簡素化なし

これまでの
簡素化

事前ﾙｰﾙ化

激甚災害指定（本激）
効率化（簡素化）周知

個別の災害毎に調整 1箇月

概ね2週間以内

109日

66日

効率化（簡素化）周知

60～70日程度

大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール化について
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災害査定を効率化するかどうかの判断基準

採択保留金額の引き上げ
①目的
　被災した箇所が１００ｍ以内の間
隔で連続しているものに係る工事を
一箇所の工事とする現行の取扱いに
加え、工事の工期や発注単位を勘案
して、被災した箇所が１００ｍを超
える箇所であっても「統合」するこ
と及び被災した箇所間の距離にかか
わらず適度な工事発注単位に「分
割」することを認め、一箇所工事の
施工期間が長期となり、出水期の対
策や通行規制などの長期化の懸念が
ある場合に工事への支障や社会的影
響の負担軽減を図る。

第五（机上査定） 第六（採択保留）

②第二（対象とする大規模災害）

【区分S】
「激甚災害（本激）」指定（指定の事前公表含む）
された災害、かつ、「緊対本部」が設置された場合

　もしくは

【区分A】
「激甚災害（本激）」の指定された災害

大規模災害時における公共土木施設災害復旧事業査定方針により効率化を実施

第七（設計図書に添付する図面等） 第八（一箇所の工事）
机上査定限度額の引き上げ 設計図書・積算の効率化 1箇所工事の取り扱い
①目的
　実地査定件数を減らすことで、査
定に要する人員の負担軽減及び査定
時間の縮減を図る。

②机上査定額引き上げの考え方
　各局所管の全被災件数のうち机上
査定対象件数が、区分Ｓは、申請予
定箇所数全体のおおむね９割の箇所
に達する被害金額（机上査定上限
額）以下の箇所、区分Ａは申請予定
箇所数全体のおおむね７割の箇所に
達する被害金額（机上査定上限額）
以下の箇所となるように設定する。

①目的
　現地で事業採択することができる
査定件数を増やすことで、規模が大
きく、工期を要する工事の早期着手
を図る。

②保留金額引き上げの考え方
　各局所管の全保留対象件数のうち
区分Ｓは並べた被災箇所数全体のお
おむね９割の箇所に達する被害金額
（採択保留金額）以上の箇所、区分
Ａは並べた被災箇所数全体のおおむ
ね６割の箇所に達する被害金額（採
択保留金額）以上の箇所となるよう
に設定する。

①目的
　査定準備期間の短縮を図る。
　航空写真や既存図面等を活用する
ことで、査定設計書の作成に必要な
査定準備期間、査定期間の短縮及び
作業量（測量、図面作成等）の負担
軽減を図る。

②設計図書の簡素化の考え方
　平面図は既存の台帳や国土地理院
地図や航空写真を用いることができ
る。断面図は代表断面を用いること
ができる。
  写真は航空写真等を用いることがで
きる。

効
率
化
を
実
施
し
な
い

①第四（対象区域）

当該災害における被災件数が、事業主体
（県、政令市、市町村）において過去5年間※
の平均発生件数と比較し、同数以上の場合。
※ただし、対象区域において激甚災害指定を受
けた災害による被害件数を除く

 
　
の
う
え
効
率
化
を
検
討

 
　
災
害
毎
に
財
務
省
と
協
議

①に該当

しない場合

①に該当する

が②に該当し

ない場合

①かつ②に

該当する場合

大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール化について
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緊対本部設置

大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール化について
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適用時期 区分
災害
規模

緊対
本部

区分Ｓ、Ａに相当する過去の災害の例

区分Ｓ 設置 ・平成２３年東日本大震災

区分Ａ －

・平成７年阪神淡路大震災
・平成１６年新潟中越地震
・平成２８年熊本地震
・平成２８年８月１６日から９月１日までの間の
　暴風雨及び豪雨　　等

大

小

災
害
査
定
の
効
率
化

本
査
定
方
針
に
よ
る

　

効

率

化

(

通

常

の

効

率

化

)

個

別

に

財

務

省

と

協

議

し

－－

　
タ
イ
ミ
ン
グ
で
適
用
開

始

 
要
望
後
本
激
指
定
の

　
約
１

ヶ
月

　
要
望
か
ら
適
用
ま
で

本激

指定

激甚
指定

局激

大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール化について
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市町村 県 国交省 内閣府

発
災
日

14日

程度

被害状況

調査

被害報告（速報）

被害報告
（大臣へ情報提供）

激甚指定

の検討

激甚災害

(本激)

見込み公表
（防災大臣

会見）

事前ルール化

に基づいた

査定効率化

（簡素化）の

公表

効率化の要望

被害報告

とりまとめ

激甚災害

指定

閣議決定

10日

程度

効率化開始

発災から効率化開始までの流れ

大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール化について
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国 土 交 通 省

都市局所管 水管理・国土保全局所管 港湾局所管

一 河 川

二 海 岸

三 砂防設備

五 地すべり
防止施設

六 急傾斜地崩
壊防止施設

七 道 路

十 下水道

十一 公 園 八 港 湾

二 海 岸

数字は負担法第三条の各号を示す

国土交通省の各局が所管する対象施設

大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール化について

51



平成２９年災で実施した査定の効率化
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通
常

平成29年10月21日から10月
23日までの間の暴風雨

平成29年9月15日から9月
19日までの間の暴風雨及

び豪雨

平成29年6月7日から
7月27日までの間の
豪雨及び暴風雨

平成29年梅雨前線豪雨等
（平成29年7月
九州北部豪雨）

奈良県・三重県・和歌山県・
大阪府・新潟県・京都府・

福井県・富山県

京都府・兵庫県・
鳥取県・岡山県・
香川県・愛媛県・

大分県

秋田県
福岡県・大分県・
新潟県・石川県・
広島県・長崎県

効率
化項
目

設計図書の簡素化 －
奈良県・三重県・大阪府・
福井県・和歌山県・富山県

大分県 秋田県 福岡県・大分県

机上
査定額

３百万円
未満

（H29.11.17）
奈良県・三重県・和歌山県・
大阪府・新潟県・京都府・
福井県・富山県：
９百万円以下

（H29.10.10）
大分県【早局】：
１千万円以下

京都府【早局】・
愛媛県：
９百万円以下

鳥取県：
８百万円以下

兵庫県・香川県：
６百万円以下

岡山県：
４百万円以下

（H29.8.22）
秋田県：
１千万円以下

（H29.7.25）
福岡県【早局】：
３千５百万円以下

大分県【早局】：
１千万円以下

新潟県：
１千万円以下

石川県：
８百万円以下

広島県：
７百万円以下

長崎県：
５百万円以下

採択保留引上げ
４億円
未満

－ －
６億円未満

※九州北部と同様の扱い
６億円未満

平成29年は平成29年7月九州北部豪雨，平成29年6月7日から7月27日までの間の
豪雨及び暴風雨，平成29年9月15日から9月19日までの間の暴風雨及び豪雨，平成
29年10月21日から10月23日までの間の暴風雨において，効率化を実施

平成２９年に実施した災害査定の効率化
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ご静聴ありがとうございました
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